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令和５年度　市民税・県民税

特 別 徴 収 に 関 す る 綴
退職、転勤等異動があった場合は必ず

給与所得者異動届出書を提出してください。
※　1月1日から4月30日までの間の退職者で未徴収税額がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。

　　なお、年度の途中で退職された場合は、退職者の申出によりますが、できる限り一括徴収の方法で全額納付して

いただくようご協力をお願いします。

※　税額の変更等の場合は納入書を再発行します。変更前納入書と二重納付にならないようご注意ください。

※　退職等により異動届を提出した後、不要になった書類を返送していただく必要はありません。

※　新潟県・長野県以外のゆうちょ銀行、郵便局をご利用される方はＰ18別紙「指定通知書」に郵便局名等と年月日

を記入のうえ、第1回分を納入するときにゆうちょ銀行、郵便局へ提出してください。
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特別徴収義務者指定書

　地方税法第321条の4第1項及び新発田市税条例第34条の規定により貴事務所を特別徴収義務者に指定いたします。

　また、地方税法第41条及び第321条の4第1項並びに新発田市税条例第34条の規定によって令和5年度市民税及び県民税の特別徴収税額を

別添のとおり通知します。月割額を6月から翌年5月まで給与の支払をする際毎月徴収し、月割額を徴収した月の翌月10日（休日の場合は翌

日、10日が土曜日の場合は翌々日）までに下記金融機関のいずれかへ同封納入書によって納入してください。その際給与所得者に退職、転

勤等の異動があった場合には、お忘れなく同封の「特別徴収にかかる給与所得者異動届出書」を市へ提出してください。

　　　　　令和 5年 5月 15 日

新 発 田 市 長　　二 階 堂　　　馨

　納　入　場　所

第 四 北 越 銀 行　　本支店　	 新 発 田 信 用 金 庫　　本支店

大 光 銀 行　　本支店	 き ら や か 銀 行　　本支店

新 潟 縣 信 用 組 合　　本支店	 新 潟 県 労 働 金 庫　　本支店	

東日本信用漁業協同組合連合会　　本支店	 北越後農業協同組合　　　支店	

ゆうちょ銀行・郵便局（新潟県内および長野県内のみ。下記参照）

新発田市役所および各支所

　（注）�新潟県・長野県以外のゆうちょ銀行、郵便局をご利用される方はP18別紙「指定通知書」に郵便局名等と年月日を記入のうえ

第1回分を納入するときにゆうちょ銀行、郵便局へ提出してください。
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特別徴収事務取扱いについて
１．特別徴収による納税義務者
　�　賦課期日現在（本年1月1日）当市に住所を有し、前年中に給与の支払を

受けたものをいいます。

　�　なお、「市民税・県民税 特別徴収税額の決定通知書（納税義務者用）」

をすみやかに各人に交付してください。

２．特別徴収税額及び退職所得にかかる所得割額の
　　徴収および納入について
　⑴　月割額

　　�　月割額を本年6月から翌年5月までの12か月間に毎月給与の支払の際、

納税義務者から徴収のうえ、翌月10日までに納入してください。

　⑵　退職所得にかかる所得割額

　　�　退職手当等の支払の際、支払者（特別徴収義務者）が税額を計算し、

徴収して翌月10日までに納入してください。

　　�　なお、該当者があるときは、「特別徴収納入書」の退職所得分欄およ

び裏面の納入申告書に所要事項を記入してください。

３．異動届出書について
　⑴�　納税者に異動（退職・転勤・休職等）があったときは、この綴の「給

与所得者異動届出書」に所要事項を記入のうえ、異動のあった日の属す

る月の翌月10日までに提出してください。

　　①　退職、休職等

　　　�　年の途中の退職等で未徴収税額がある場合は普通徴収（個人が直接

市に納める方法）に切替わりますが、納税者のご了解をいただき、な

るべく退職時に全納されるようご協力をお願いいたします。

　　※�　なお、1月1日から4月30日までの間の退職者で未徴収税額がある場

合は、一括徴収することが義務づけられています。

　　②　転勤等

　　　�　転勤等により、引続き新しい事業所で特別徴収を希望する場合は、

転勤先を経由して提出してください。

　⑵�　納税者が年の途中で就職し、特別徴収に切替える場合は、この綴の

P15,16の「特別徴収への切替申請書」に所要事項を記入のうえ、提出し

てください。

　　※�　普通徴収の納期が過ぎたものについては、特別徴収への切替はでき

ません。

４．特別徴収税額の変更について
　�　特別徴収税額を通知した後に、その税額を変更する必要が生じたとき

は、「給与所得等に係る市民税・県民税特別徴収税額変更通知書」をお送

りしますので、納税者の方に交付してください。

　�　特別徴収義務者の方は、税額変更通知を受け取った場合、徴収すべき月

割額は、通知書に記載された月割額（変更による新しい税額）によって徴

収し、これを納入してください。

５．特別徴収税額の納期の特例制度について
　⑴�　特別徴収税額の納期は、通常、年12回となっておりますが、給与の支

払を受ける者(他市町村在住の者を含む)が常時10人未満である特別徴収

義務者は、給与支払の際に特別徴収した税額を、次のとおり、年2回に

分けて納入する納期の特例制度の適用を受けることができます。

◆6月分から11月分までの徴収税額分……………12月10日まで

◆12月分から翌年5月分までの徴収税額分………翌年6月10日まで

　⑵�　⑴に該当する特別徴収義務者がこの特例を受けようとする場合は、申

請書を提出し承認を受けていただく必要があります。

　申請書は、市役所税務課にあります。また、送付をご希望の場合はご

連絡いただければ、お送りします。(申請後、承認された場合は、承認

通知書をお送りします。)

　　【特例の適用時期について】

　6月分から特例の適用をご希望の場合、その年の3月31日までに申請書

を提出してください。

　⑶�　この特例について承認を受けた特別徴収義務者は、給与の支払を受け

る者が常時10人以上になった場合は、届出書の提出が必要となりますの

で、必ずご連絡ください。

６．そ　の　他
　⑴�　特別徴収義務者の所在地、名称に誤りのある場合はご連絡ください。

　⑵�　納税者の住所、氏名は、住民基本台帳によるため、貴特別徴収義務者

からの報告とは若干異なる場合があります。

　⑶�　所在地、名称、電話番号等の変更がある場合は、P17の「所在地・名

称変更届出書」を提出してください。
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　⑷�　「給与所得者異動届出書」、「特別徴収への切替申請書」、「所在地・名称

変更届出書」、「納期の特例に関する申請書」は、新発田市のホームペー

ジからダウンロードすることもできます。

　⑸�　その他不明な点、用紙の不足等がありましたら、税務課市民税係まで

ご連絡ください。

市民税・県民税の税額計算等について
市民税・県民税が非課税となる場合
　⑴�　次のいずれかに該当する方は、市民税・県民税が課税されません。

　　①　生活保護法の規定による生活扶助を受けている方

　　②　�障害者、未成年者、寡婦、ひとり親で、前年の合計所得金額が　

135万円以下の方

　⑵�　均等割が課税されない方

　　�　均等割のみを課すべき方のうち、前年の合計所得金額が

　　　280,000円+100,000円以下の方

　※�　同一生計配偶者または扶養親族がいる場合は、前年の合計所得金額が

280,000円×（控除対象配偶者＋扶養親族の数＋1）＋100,000円

　　＋168,000円以下の方

　⑶�　所得割が課税されない方

　　　前年中の総所得金額等が350,000円+100,000円以下の方

　※�　同一生計配偶者または扶養親族がいる場合は、前年の総所得金額等が

350,000円×（控除対象配偶者＋扶養親族の数＋1）＋100,000円

　　＋320,000円以下の方

　※　上記の扶養親族には16歳未満の扶養親族も含めます。

所得割の課税標準
　前年の所得について算定した総所得金額、退職所得金額、山林所得金額から

順次各種の所得控除を差し引いた後の金額が課税標準額となります。

（ただし、1,000円未満は切り捨てます。)

市民税・県民税の均等割額と税率
　⑴　均等割額

　　　 市民税　3,500円　　県民税　1,500円  

　⑵　所得割の税率（総合課税分）

　　　 市民税	 ６％	 県民税� ４％  

《参考》
税額計算の流れ
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（注）1　分離課税の所得がある場合は計算方法が異なります。

　　　2�　上記の税額控除額および同封の個人明細の「税額控除額

⑤」は調整控除、配当控除、住宅借入金等特別税額控除、寄

附金税額控除、配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除等の

合算額です。

　　　3�　上記の控除不足額および同封の個人明細の「控除不足額

⑨」は所得割額より控除することができなかった配当割額又

は株式等譲渡所得割額の控除の額のことです。

延滞金について

　納期限までに納入されない場合は、納期限の翌日から納付日までの

期間の日数に応じ、以下の延滞金の割合を適用します。

　延滞金特例基準割合に年7.3％を加算した割合（上限は年14.6％）

　ただし、納期限の翌日から1か月を経過する日までの期間について

は、延滞金特例基準割合に年1％を加算した割合（上限は年7.3％）

※�　延滞金特例基準割合：当該年の前年に国内銀行の新規の短期貸出

約定平均金利として財務大臣が告示した割合に、年1％を加算した

割合。
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特別徴収税額通知が届いたら
　5月中旬に市役所から特別徴収関係書類一式が届きます。下記の書類に落丁、書類不足がないかご確認ください。

・特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）

　�　事業所用の税額通知です。特別徴収対象の従業員の方が記載されていますので、6月分の給与以降から納付額欄の金額をそれぞれ天引きし、

同封の納入書にてお納めください。

　　新たに特別徴収を開始する方や、退職等により特別徴収を停止する方がいる場合は下記の届出の説明をご参照ください。

・特別徴収税額通知書（納税義務者用）

　�　従業員用の税額通知です。1枚で2名分記載がありますので、点線で切取り従業員の方にお渡しください。個人情報の記載がありますので中を

開かずにそのままお渡しください。

・特別徴収税額納入書（給与支払報告書の提出時に納入書不要に記載がある方を除きます。）　

　特別徴収額の納入書です。6月分から翌年5月分の納入書になりますので、従業員の給与から天引き後、こちらの納入書でお納めください。

特別徴収を停止するとき
　退職等により特別徴収を停止する場合は、給与支払報告特別徴収にかかる給与所得者異動届出書（Ｐ13,14）の提出が必要です。

・残りの市・県民税を従業員支払にする場合　　　　　　　　　　→　Ｐ5　普通徴収の記載例のとおり。

・残りの市・県民税を最後の給与で一括して納付する場合　　　　→　Ｐ6　一括徴収の記載例のとおり。

・転勤によりほかの事業所で特別徴収を継続する場合　　　　　　→　Ｐ7　転勤の記載例のとおり。　

　※　特別徴収停止後の支払方法については、従業員とご協議の上記入し提出してください。

特別徴収を開始するとき
　就職等により新たに特別徴収を開始する場合は、市・県民税　特別徴収への切替申請書（Ｐ15,16）の提出が必要です。

・就職により新たに特別徴収とする場合　　　　　　　　　　　　→　Ｐ8　就職の記載例のとおり。

・転勤により新たに特別徴収とする場合　　　　　　　　　　　　→　Ｐ7　転勤の記載例のとおり。

　※　転勤だが、前職の事業所から異動届出書の提出がない場合はＰ8　就職の記載例のとおり提出してください。

事業所の所在地や名称に変更があるとき
　事業所の所在地や名称に変更がある場合は、特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書（Ｐ17）の提出が必要です。
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月　割　額 宛　名　番　号 旧 指  定  番  号

新 指  定  番  号 期　割 終了 開始特徴 普徴

6 月 分 7月分以降
円 円

１
　
　
　「宛
名
番
号
」の
欄
に
は
、特
別
徴
収
税
額
の
通
知
書
に
記
載
さ
れ
た
宛
名
番
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

２
　
　
転
勤
、再
就
職
等
に
よ
り
異
動
後
の
勤
務
先
で
引
き
続
き
特
別
徴
収
を
行
う
場
合
に
は
、前
勤
務
先
で
上
段
の
事
項
を
記
入
し
、新
勤
務
先
に

　
　
回
付
願
い
ま
す
。新
勤
務
先
で
は
、下
段（
転
勤
等
に
よ
る
特
別
徴
収
届
出
書
）の
事
項
を
記
入
し
、ま
た
、徴
収
台
帳
へ
の
記
載
等
必
要
な
手
続
き

　
　
を
済
ま
せ
た
上
で
、一
月
一
日
現
在
の
住
所
地（
課
税
地
）の
市
区
町
村
長
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

注
意｛

普通徴収（残りの税額を個人が納める場合） ◎異動があった場合は、すみやかに提出してください。

　従業員が退職した場合、特別徴収ができなくなるため、特別徴収できなくなる残りの税額を個人で納付する方法（普通徴収）に切り替えるために「特別

徴収に係る給与所得者異動届出書」に必要事項を記入のうえ、市役所に提出してください。なお、残りの税額は退職された従業員あてに納税通知書が送付

され、直接納税していただくことになりますので、退職時に従業員へご説明いただきますようお願いいたします。

＜＜従業員が10月に退職するため、10月までは特別徴収し、残りの税額を個人で納付する方法（普通徴収）に切り替える場合＞＞

【事業所あて】

●�　市民税・県民税の決定

（変更）通知書（事業所用）

●　納入書

※�　異動届の提出時期により、

納期限までに訂正した納入

書が届かない場合がありま

す。その場合は、お手元の納

入書の金額を訂正して使用

してください。（訂正方法は

P19 を参照ください。）

【個人あて】…未徴収税額が

ある方

●�　市民税・県民税の決定

（変更）通知書（個人用）

●�　納入書（本人が口座振替

を登録していない場合）

異動届出書を受理した後

市役所から送付するもの
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月　割　額 宛　名　番　号 旧 指  定  番  号

新 指  定  番  号 期　割 終了 開始特徴 普徴

6 月 分 7月分以降
円 円
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職
等
に
よ
り
異
動
後
の
勤
務
先
で
引
き
続
き
特
別
徴
収
を
行
う
場
合
に
は
、前
勤
務
先
で
上
段
の
事
項
を
記
入
し
、新
勤
務
先
に

　
　
回
付
願
い
ま
す
。新
勤
務
先
で
は
、下
段（
転
勤
等
に
よ
る
特
別
徴
収
届
出
書
）の
事
項
を
記
入
し
、ま
た
、徴
収
台
帳
へ
の
記
載
等
必
要
な
手
続
き

　
　
を
済
ま
せ
た
上
で
、一
月
一
日
現
在
の
住
所
地（
課
税
地
）の
市
区
町
村
長
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

注
意｛

一括徴収（残りの税額を退職時の給与等でまとめて天引きする場合） ◎異動があった場合は、すみやかに提出してください。

　従業員が退職し、特別徴収ができなくなるため、残りの税額を一括徴収したいとの申し出があった場合は、「特別徴収に係る給与所得者異動届出書」を

市役所に提出してください。なお、従業員が1月1日から4月30日までに退職等した場合、給与天引きできなくなる残りの税額を最後の給与等からまとめて

徴収し納付していただくこととなります。

＜＜従業員が11月に退職するため、11月まで特別徴収し12月以降の税額について一括徴収する場合＞＞

12月以降の税額は、給与または退職手当等を支払われる際に一括徴収し、他の在職者の月割額と合計して納入してください。

【事業所あて】

●�　市民税・県民税の決定

（変更）通知書（事業所用）

●　納入書

※�　異動届の提出時期により、

納期限までに訂正した納入

書が届かない場合がありま

す。その場合は、お手元の

納入書の金額を訂正して使

用してください。（訂正方法

は P19 を参照ください。）

【個人あて】

一括徴収で納付済みのため、

個人あての通知の送付はあり

ません。

異動届出書を受理した後

市役所から送付するもの

－ 6－



月　割　額 宛　名　番　号 旧 指  定  番  号

新 指  定  番  号 期　割 終了 開始特徴 普徴

6 月 分 7月分以降
円 円

１
　
　
　「宛
名
番
号
」の
欄
に
は
、特
別
徴
収
税
額
の
通
知
書
に
記
載
さ
れ
た
宛
名
番
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

２
　
　
転
勤
、再
就
職
等
に
よ
り
異
動
後
の
勤
務
先
で
引
き
続
き
特
別
徴
収
を
行
う
場
合
に
は
、前
勤
務
先
で
上
段
の
事
項
を
記
入
し
、新
勤
務
先
に

　
　
回
付
願
い
ま
す
。新
勤
務
先
で
は
、下
段（
転
勤
等
に
よ
る
特
別
徴
収
届
出
書
）の
事
項
を
記
入
し
、ま
た
、徴
収
台
帳
へ
の
記
載
等
必
要
な
手
続
き

　
　
を
済
ま
せ
た
上
で
、一
月
一
日
現
在
の
住
所
地（
課
税
地
）の
市
区
町
村
長
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

注
意｛

転勤（転勤先でも引き続き特別徴収される場合） ◎異動があった場合は、すみやかに提出してください。

　従業員が転勤し、新たな勤務先において引き続き特別徴収を継続される場合は、必ず徴収済月を記入したうえで、「特別徴収に係る給与所得者異動届出

書」の上段の事項を記入し、新たな勤務先に送付してください。新たな勤務先となる場合は、下段（転勤等による特別徴収届出書）の事項を記入し市役所

に提出してください。

＜＜従業員が12月末で関連会社に転勤するため12月末まで特別徴収し、1月から新しい給与支払者で特別徴収する場合＞＞

【事業所あて】

●�　市民税・県民税の決定

（変更）通知書（事業所用）

●�　市民税・県民税の決定

（変更）通知書（個人用）

※　転勤先の事業所のみ

●　納入書

※�　異動届の提出時期により、

納期限までに訂正した納入書

が届かない場合があります。

その場合は、お手元の納入書

の金額を訂正して使用してく

ださい。（訂正方法は P19 を

参照ください。）

異動届出書を受理した後

市役所から送付するもの

－ 7－



就職（新たに特別徴収される方がいる場合）

【事業所あて】

●�　市民税・県民税の決定

（変更）通知書（事業所用）

●�　市民税・県民税の決定

（変更）通知書（個人用）

　 ⇓従業員にお渡しください。

●　納入書

※�　異動届の提出時期により、

納期限までに訂正した納入

書が届かない場合がありま

す。その場合は、お手元の

納入書の金額を訂正して使

用してください。（訂正方法

は P19 を参照ください。）

切替申請書を受理した後

市役所から送付するもの

記載例

　特別徴収の給与事務を開始

できる月を記入してください。

　１１月に切替申請書を提出される場合、３期（納期限１０

月３１日）の納期限を過ぎているため、３期分までは普通

徴収（個人納付）でお願いいたします。

　何期分まで納付済みなのかは、従業員の方に確認して必ず

記入してください。

入

（宛先）

新発田市長

記載例

特別徴収の給与事務を開始できる月
を記載してください。

１０月に切替申請書を提出される場合、２期（納期限８月31日）の
納期限を過ぎているため、２期分までは普通徴収（個人納付）で
お願いします。
何期分まで納付済みなのかは、従業員の方に確認して必ず記載
してください。

　新たに入社した従業員の市・県民税を特別徴収に変更する場合には、「市・県民税　特別徴収への切替申請書」を提出してください。ご注意いただきたい点と

して、普通徴収（個人納付）の納期限が過ぎた分については、特別徴収に切り替えることができないため、ご本人に納めていただく必要があります。

※　新発田市の市・県民税　普通徴収（個人納付）の納期限は6月（1期）・8月（2期）・10月（3期）・1月（4期）の末日の4回となっています。

＜＜今年10月に入社した従業員の市・県民税を12月から特別徴収にする場合＞＞

9876543

2

   ○○　　　12
1   10

平成 3 　    3 　    3

新発田市中央町3-3-3

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

経理

　0254　 22　  3030

新発田　さくら

新発田商事（株）

新発田　あやめ

新発田市中央町○-○-○
シ バ タ 　 ア ヤ メ

シ バ タショウジ

○
957 　8686

経理

1   15

957 　8686

1234567

新発田　太郎
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　②　退職所得控除額の計算

　　ア　勤続年数が20年以下の場合

　　　　40万円×勤続年数（80万円に満たないときは、80万円）

　　イ　勤続年数が20年を超える場合

　　　　800万円＋70万円×（勤続年数－20年）

　なお、退職手当等の支払を受ける者が在職中に障害者に該当することと

なったことにより退職した場合には、上記ア又はイの金額に100万円を加算

した金額が控除されることとなります。

　③　特別徴収すべき税額の計算方法

退職所得
の 金 額

×
税　　率

＝
税　　額

市民税
6％

県民税
4％

市民税 県民税

（注）1�　退職所得の金額に、千円未満の端数がある場合は、千円未満の金

額を切り捨てる。（退職所得の金額は、1,000円単位）

　　  2�　特別徴収すべき税額に、100円未満の端数がある場合は、それぞれ

100円未満の端数を切り捨てる。（特別徴収すべき税額は100円単位）

⑷�　退職者に係る給与支払報告書の提出

　�　退職者に係る給与支払報告書は、退職した年の翌年の1月末までに、退

職した日現在における住所が所在する市町村に提出していただくことにな

ります。

⑸　その他

　①�　市役所税務課に「退職所得に対する住民税の特別徴収の手引」があり

ますので、必要な場合はご連絡ください。

　②�　退職手当等の支払の際、計算し徴収した税額を納めるときは、必ず

「特別徴収納入書」の退職所得分欄及び裏面の納入申告書に所要事項を

記入してください。

　平成28年1月1日以降に退職所得の分離課税に係る納入申告をする場合に

は、法人番号又は個人番号の記載が必要となりました。

　但し、個人事業主の方は、納入書裏面の退職所得に係る納入申告書には

記載せず、別紙（P10）個人事業主用の申告書により提出してください。

退職所得にかかる市民税・県民税の特別徴収
⑴　退職所得と市民税・県民税

　①�　退職所得とは、退職手当又は一時恩給等名称が何であるかを問わず、

退職によって雇主から一時に受ける給与及びこれらの性質を有する給与

や一時金など（以下「退職手当」という）の所得をいいます。

　②�　市民税・県民税は、所得のあった年の翌年度に課税することになって

いますが、退職手当にかかる市民税・県民税については、他の所得と分

離して、所得税と同様に退職手当等の支払われる月に特別徴収していた

だくことになっています。

　　　この市民税・県民税を「分離課税にかかる所得割」といいます。

⑵　対象となる方

　対象となる方は、退職手当等の支払を受ける日の属する年の1月1日現在、

当市に住所を有する方です。ただし、退職手当等の支払を受ける方が次に掲

げる方であるときは「分離所得にかかる所得割」は課税されません。

　①�　退職手当等の支払を受ける日の属する年の1月1日現在において生活保

護法の規定による生活扶助を受けている方

　②�　退職手当等の支払を受ける日の属する年の1月1日現在において国内に

住所を有しない方

　③�　退職手当等の収入金額が退職所得控除額より少ない方

※�　なお、死亡により支払われる退職手当に対しては相続税法の規定によ

り、相続税の対象になりますので住民税は課税されません。

⑶　税額計算の仕方

　①　退職所得の金額

　　退職所得の金額は次の算式により計算します。

　　退職所得の金額＝（収入金額－退職所得控除額）×
１
（1,000円未満）２　の端数切捨て

　※�　退職所得の金額の計算は、収入金額から退職所得控除額を差し引いた

後の金額に2分の1を乗じて得た額とされておりますが、勤続年数が5年

以内の法人役員等については、この2分の1を乗じる措置を廃止した上で

計算します。この2分の1を乗じる措置を廃止して計算する法人役員等と

は、法人税法上の役員、国会議員・地方議会議員、国家公務員・地方公

務員が対象となります。

　　�　また、令和4年1月1日以降、勤続年数が5年以内の法人役員等以外につ

いては、退職所得控除額を控除した残額の300万円を超える部分につい

て、2分の1を乗じる措置を適用しないで計算します。
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〈別紙〉市民税・県民税　納入申告書（個人事業主用）

１２ １０

１１ １

 １ ４ ０ ０ ０ ０ ０ ０

７ ５ ０ ０ ０

５ ０ ０ ０ ０

９５７－８６８６
新潟県新発田市中央町３丁目３番３号

株式会社　新発田商事

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

〇〇

〇〇
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。

。

ゆうちょ銀行長野貯金事務センター
（〒380-8794）

01234567 01234567○○ 11 45,000 45,000 45,000○○ 11

12 10

○○ 11

4 5 0 0 0

2 7 0 0 0

7 2 0 0 0

4 5 0 0 0

2 7 0 0 0

7 2 0 0 0

4 5 0 0 0

2 7 0 0 0

7 2 0 0 0

01 2 3 4 5 6 7

12 10 12 10

957-8686

新潟県新発田市中央町3丁目3番3号
㈱新発田商事

957-8686

新潟県新発田市中央町3丁目3番3号
㈱新発田商事

957-8686

新潟県新発田市中央町3丁目3番3号
㈱新発田商事

。
。

。

。
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ゆうちょ銀行長野貯金事務センター
（〒380-8794）

。

。

。

。
。

。

01234567 01234567○○ 11 27,000 27,000 27,000○○ 11

12 10

○○ 11

2 7 0 0 0

2 7 0 0 0

2 7 0 0 0

2 7 0 0 0

2 7 0 0 0

2 7 0 0 0

01 2 3 4 5 6 7

12

957-8686

新潟県新発田市中央町3丁目3番3号
㈱新発田商事

957-8686

新潟県新発田市中央町3丁目3番3号
㈱新発田商事

957-8686

新潟県新発田市中央町3丁目3番3号
㈱新発田商事

10 12 10

。
。

－ 12 －



月　割　額 宛　名　番　号 旧 指  定  番  号

新 指  定  番  号 期　割 終了 開始特徴 普徴

6 月 分 7月分以降
円 円

１
　
　
　「宛
名
番
号
」の
欄
に
は
、特
別
徴
収
税
額
の
通
知
書
に
記
載
さ
れ
た
宛
名
番
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

２
　
　
転
勤
、再
就
職
等
に
よ
り
異
動
後
の
勤
務
先
で
引
き
続
き
特
別
徴
収
を
行
う
場
合
に
は
、前
勤
務
先
で
上
段
の
事
項
を
記
入
し
、新
勤
務
先
に

　
　
回
付
願
い
ま
す
。新
勤
務
先
で
は
、下
段（
転
勤
等
に
よ
る
特
別
徴
収
届
出
書
）の
事
項
を
記
入
し
、ま
た
、徴
収
台
帳
へ
の
記
載
等
必
要
な
手
続
き

　
　
を
済
ま
せ
た
上
で
、一
月
一
日
現
在
の
住
所
地（
課
税
地
）の
市
区
町
村
長
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

注
意｛
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月　割　額 宛　名　番　号 旧 指  定  番  号

新 指  定  番  号 期　割 終了 開始特徴 普徴

6 月 分 7月分以降
円 円

１
　
　
　「宛
名
番
号
」の
欄
に
は
、特
別
徴
収
税
額
の
通
知
書
に
記
載
さ
れ
た
宛
名
番
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

２
　
　
転
勤
、再
就
職
等
に
よ
り
異
動
後
の
勤
務
先
で
引
き
続
き
特
別
徴
収
を
行
う
場
合
に
は
、前
勤
務
先
で
上
段
の
事
項
を
記
入
し
、新
勤
務
先
に

　
　
回
付
願
い
ま
す
。新
勤
務
先
で
は
、下
段（
転
勤
等
に
よ
る
特
別
徴
収
届
出
書
）の
事
項
を
記
入
し
、ま
た
、徴
収
台
帳
へ
の
記
載
等
必
要
な
手
続
き

　
　
を
済
ま
せ
た
上
で
、一
月
一
日
現
在
の
住
所
地（
課
税
地
）の
市
区
町
村
長
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

注
意｛
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入

（宛先）

新発田市長
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入

（宛先）

新発田市長
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新　発　田　市　長
（宛先）

正しく

ホームページ
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き
ん

せ
り

と
り

※
 
�特

別
徴

収
に

よ
る

市
・

県
民

税
を

新
潟

県
・

長
野

県
以

外
の

ゆ
う

ち
ょ

銀
行

、
郵

便
局

に
納

入
す

る
場

合
に

は
下

の
指

定
通

知
書

に
郵

便
局

名
等

、
年

月
日

を
記

入
の

う
え

、

第
１

回
分

を
納

入
す

る
時

に
ゆ

う
ち

ょ
銀

行
、

郵
便

局
へ

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。

　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日

郵
便

局
長

様

新
潟
県
新
発
田
市
長
　
二

階
堂

　
馨

指
　
定
　
通
　
知
　
書

貴
局

を
地

方
税

法
　

第
3
2
1
条

の
５

第
４

項
の

規
定

に
基

づ
い

て
当

市
の

市
民

税

及
び
県
民
税
（
特
別
徴
収
税
額
）
取
扱
局
に
指
定
し
た
の
で
通
知
し
ま
す
。

１
　
認
可
又
は
承
認
番
号
	

貯
業
第
4
0
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号

２
　
口

　
座

　
番

　
号
	

0
0
6
7
0
－

2
－

9
6
0
0
1
2

３
　
加

入
者

の
名

称
	

新
発

田
市

４
　
取

り
ま

と
め

局
　
　
	
長
野
貯
金
事
務
セ
ン
タ
ー





ゆうちょ銀行長野貯金事務センター
（〒380-8794）

市・県民税　特別徴収納入書の訂正の書き方

（注）退職一括徴収分は「給与分」に含めて記入してください。
　　　「退職所得分」には記入しないようお願いいたします。

転勤・退職・税額変更等により、納入すべき金額が「納入金額⑴」と異なる場合

※３枚とも同様に

　訂正してください

（訂正例）

印字されている金額を

横線で抹消してください

納入すべき金額を「給与分」

「合計額」欄へ記入してくだ

さい

（「￥」は記入しないでください）

○○　　 ８

○○　　 9    10 ○○　　 9    10

957-8686

新潟県新発田市中央町 3-3-3

新発田商事 株式会社

3 2 0 0 0 0

3 2 0 0 0 0

１２３４５６７ 312,200 ○○　　 ８

957-8686

新潟県新発田市中央町 3-3-3

新発田商事 株式会社

3 2 0 0 0 0

3 2 0 0 0 0

１２３４５６７ 312,200 ○○　　　　　　 ８

○○　 　9    10

957-8686

新潟県新発田市中央町 3-3-3

新発田商事 株式会社

3 2 0 0 0 0

3 2 0 0 0 0

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 312,200

－ 19 －



翌月10日前後
に市民税・県民
税の決定（変
更）通知書等が
発送されます。

※転勤の場合
は､新たな事業
所（転勤先）が
提出した月の
翌月10日前後
に市民税・県
民税の決定（変
更）通知書等を
発送します。就職

普通徴収

一括徴収

給与所得者異動届出書
記載例はP5

給与所得者異動届出書
記載例はP6

給与所得者異動届出書
記載例はP7

特別徴収への切替申請書
記載例はP8

転勤
新たな勤務先（関連会
社等）に異動した場合

退職等
死亡・休職を含む 残りの税額を個人納付とする場合

残りの税額をまとめて天引きする場合

提出書類早見表

異　動　事　由 提　出　書　類 送付書類


